
機能強化計画の進捗状況（要約） （別紙様式３）

１．15年4月から17年3月の全体的な進捗状況

機能強化計画の実践は順調に推移し、人材の育成につきましても、人事教育研修を延べ３７３人に対して、９１講座実施するなど、人材育成に注力しました。

具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み

１．創業・新事業支援機能等の強化

（１）業種別担当者の配置等融資審査態勢の強化 現状態勢を維持し、各種
研修等を活用して担当
者のレベル向上に努め
ます

全国信用金庫協会
主催の各種研修へ
参加

継続して実施 15年度　全国信用金
庫協会主催等50講座
（延べ204名参加）の
研修実施。16年度　全
国信用金庫協会主催
等41講座（延べ169名
参加）の研修実施

16年度下期　全国信用
金庫協会主催等22講座
（延べ41名参加）の研修
実施

当金庫の貸出規模、取引先特性を考慮
すると、現状の審査態勢を継続すること
が合理的と判断しております

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を目
的とした研修の実施

（３）産学官とのネットワークの構築・活用や日本政策投資銀行と
の連携。「産業クラスターサポート会議」への参画

引き続きクラスタ－研究
会、クラスタ－サポ－ト
金融会議の活動に参加
し、地域の新事業創造等
に協力いたします

クラスター研究会
の研究事業等に参
加、サポート金融
会議１，２回目に出
席

継続して実施 わっかない産業ｸﾗｽ
ﾀｰ研究会の総会他参
加、北海道地区産業ｸ
ﾗｽﾀｰｻﾎﾟｰﾄ金融会議
に第１回以降参加
（15年：10/9･11/27、
16年：2/2・4/16・
7/30・12/10、17年：
1/25・2/3・2/28）

わっかない産業ｸﾗｽﾀｰ
研究会(12/10)・北海道
地区産業ｸﾗｽﾀｰ金融会
議（1/25・2/3・2/28）に
参加

日本政策投資銀行や信金中央金庫と連
携して実施している各種セミナー等も継
続して開催し、地域経済活性化を支援い
たします

当金庫では、［金融再生プログラム］および［地域金融の機能強化に関する行動計画］の政策趣旨に基づく[機能強化計画]を平成１５年８月２５日に北海道財務局へ提出後、基本方針に従って個別項目の実践に取組んで参
りました。

進捗状況は計画通りにほぼ順調に推移し、特に「中小企業金融の再生に向けた取組み」では、経営改善重点取組先の２２先中１９先が、正常先へと債務者区分がランクアップいたしました。

また、収益力強化に向けて諸施策を実施しました結果、平成１６年度決算では、年度計画を上回る利益を確保することができました。

「リレーションシップバンキングの機能強化計画」に基づき全役職員が本計画を認識し計画達成に向け注力してきました。この結果、実施スケジュール通りほぼ順調に推移したものと評価しております。今後も地域のリーディ
ングバンクとして、地域発展に向け注力していく所存でございます。

２．16年10月から17年3月までの進捗状況
16年度下半期においても計画通り順調に推移し、特に「中小企業の再生に向けた取組」で経営改善取組先のランクアップ未達成先１２先に対しては、収益、財務体質を改善させ９先が正常先へと債務者区分がランクアップ
いたしました。

３．計画の達成状況

４．計画の達成状況に対する分析・評価及び今後の対策

５．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

(稚内信用金庫)



具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（４）ベンチャー企業向け業務に係る、日本政策投資銀行、中小
企業金融公庫、商工組合中央金庫等との情報共有、協調投融資
等連携強化

現状の協力態勢を一層
活用すると共に、日本政
策投資銀行主催のﾘﾚｰ
ｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ推進会
議にも参加します

第１回北海道ﾘﾚｰ
ｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ推
進会議出席

継続して実施 第１回北海道ﾘﾚｰｼｮﾝ
ｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ推進会議
（日本政策投資銀行
主催）等に出席、以
後、継続参加
（15年：10/10・12/10、
16年：1/26・4/22･
5/11･8/2・
17年：3/11）

平成１７年３月11日: 第
５回北海道 リレーション
シップバンキング推進
会議(日本政策投資銀
行主催)に出席

政府系金融機関との情報共有、協調投
融資の態勢を確立しておりますので、今
後も積極的に活用してまいります

（５）中小企業支援センターの活用 中小企業支援センターと
の連携態勢を整備し、中
小企業支援事業に協力
いたします

支援センター事務
局と次年度計画に
ついて協議

支援センターの事
業推進に参加協力

中小企業支援ｾﾝﾀｰ
事務局（稚内商工会
議所）と協力体制整備
等について継続協
議、札幌商工会議所
と連携し融資制度創
設、稚内商工会議所
及び主営業管内所在
の商工会と連携し、商
工会員向け融資制度
の創設

１７年２月３日:中小企業
支援センター(事務局)と
平成１７年度事業に係
る協力体制整備等につ
いて協議、稚内商工会
議所と、中小企業支援
センターの事業計画へ
の協力を継続、稚内商
工会議所及び主営業管
内所在の商工会と連携
し、商工会員向け融資
制度の創設

支援センター事務局である稚内商工会議
所との連携態勢を整備し、セミナー・相談
会の共催等により、新規創業等に対する
経営支援に協力いたします

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

（１）経営情報やビジネス・マッチング情報を提供する仕組みの整
備

提携先である㈱ベンチャ
－リンクや業界団体との
協力態勢の下、仕組み
の活用を今後も継続い
たします

ビジネスクラブ主催
の研修・セミナー実
施、広報誌・景況レ
ポート発行、第１７
回東京ビジネスサ
ミット参加

継続して実施 ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾗﾌﾞ主催の新
入社員研修会及び経
営ｾﾐﾅｰ開催、各種情
報媒体の提供、提携
先であるﾍﾞﾝﾁｬｰﾘﾝｸ
主催事業への参加

ﾍﾞﾝﾁｬｰﾘﾝｸ主催第18回
東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ参加(3
社出展－商談成立2
件)、広報誌、景況ﾚﾎﾟｰ
ﾄ発行等、各々、毎月、
四半期、半期毎の周期
で情報提供

ビジネスクラブ会員企業向けの新入社員研修
は毎年４月に実施、金庫広報誌「ジャストナウ」
及び地域経済動向をお知らせしている「景況レ
ポート」は四半期毎に発行、毎年１１月に開催
される東京ビジネスサミットには出展も含めて
参加しており、これらについては今後も積極的
な取組みを継続いたします

（２）コンサルティング業務、Ｍ＆Ａ業務等の取引先企業への支援
業務の取組み

　 　 　 　 　

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防
止のための体制整備強化並びに実績公表

要注意先債権等で経営
改善が見込める取引先
を選定し、適切な経営改
善計画策定のうえ債務
者区分ランクアップに取
組み、平成１５年度実績
から公表いたします

２０～３０のランク
アップ見込み先を
選定し、平成１５年
度仮基準日自己査
定時に経営改善計
画策定

信用格付の実施報
告、融資方針書の
作成報告等を活用
して計画の進捗管
理継続 、平成１５
年度実績公表

15年度、ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ見込
み22先中10先のﾗﾝｸ
ｱｯﾌﾟ達成、16年度、ﾗ
ﾝｸｱｯﾌﾟ未達先12先に
ついて、再度営業店
および債務者と問題
点・改善点の取組促
進に関する協議を
行った結果、9先のﾗﾝ
ｸｱｯﾌﾟ達成、この結果
22先中19先のランク
アップ達成

ランクアップ実現に向け
て再度取組を強化、ラン
クアップ未達成先12先
中9先のランクアツプ達
成

ランクアップ見込先については、問題点・
改善策の取組促進に関する協議を行い、
企業の財務体質改善に対する意欲を継
続させながら、経営改善計画表に基づく
収益・財務体質を改善させランクアップ実
現に取組んだ結果22先中19先のランク
アップ達成となった

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施

(稚内信用金庫)



具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（５）「地域金融人材育成システム開発プログラム」等への協力 中小企業支援センターと
の連携態勢を整備し、取
組み事業に協力いたしま
す

支援センター事務
局と次年度計画に
ついて協議

支援センターの事
業運営に参加協力

中小企業支援ｾﾝﾀｰ
事務局（稚内商工会
議所）と16年度、17年
度事業に係る協力体
制整備等について協
議、
（15年8月4日・
16年3月1日・
17年2月3日）

中小企業支援センター
(事務局)と平成17年度
事業に係る協力体制整
備等について協議(17年
2月3日)、稚内商工会議
所と、中小企業支援セ
ンターの事業計画への
協力を継続、

支援センター事務局である稚内商工会議
所との連携態勢を整備し、地元経営者の
マネジメント力向上支援事業に協力いた
します

３．早期事業再生に向けた積極的取組み

（１）中小企業の過剰債務構造の解消・再生の取組み。「早期事
業再生ガイドライン」の趣旨を踏まえた事業再生への早期着手

積極的に取組む必要がなく、新たな取組
み計画はありません

（２）地域の中小企業を対象とした企業再生ファンドの組成の取組み 取引先に該当がなく、新たな取組み計画はありません

（３）デット・エクイティ・スワップ、DIPファイナンス等の活用 制度上の課題もあり、新たな取組み計画はありません

（４）「中小企業再生型信託スキーム」等、ＲＣＣ信託機能の活用 取引先に該当がなく、新たな取組み計画はありません

（５）産業再生機構の活用 取引先に該当がなく、新たな取組み計画はありません

（６）中小企業再生支援協議会への協力とその機能の活用 支援協議会主催「中小
企業再生セミナー」に出
席して情報を収集し活用
いたします

「中小企業再生セミ
ナーｉｎ札幌、およ
びｉｎ旭川」に出席

継続して実施 　「北海道中小企業再
生支援協議会」に参
加、以後、関連会議に
継続参加、「北海道地
区しんきん企業支援
研究会」（16年：1/27・
9/22）に参加、
「中小企業チャレンジ
セミナー」(10/12・
10/14)に参加

「中小企業チャレンジセ
ミナー」(10/12・10/14)
に参加

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャリス
ト）の育成を目的とした研修の実施

４．新しい中小企業金融への取組みの強化

（１）ローンレビューの徹底、財務制限条項やスコアリングモデル
の活用等。第三者保証の利用のあり方

自己査定、信用格付、融
資方針書、事業計画実
績比較表等により、早期
チェック可能なローンレ
ビューを継続いたします

信用格付、融資方
針書、計画実績比
較表については随
時実施・作成

継続して実施 融資方針書提出延べ
165先、企業信用格付
更新延べ1,096先、事
業計画・実績比較表
提出延べ54先の事後
モニタリングを実施

融資方針書提出14先、
企業信用格付更新
150先、事業計画・実績
比較表提出6先の事後
モニタリングを実施

財務制限条項の適用については対象と
なる取引先がなく、新たな取組み計画は
ありません

（３）証券化等の取組み 売掛債権については運転資金融資の返済財
源とみなす取扱をしており、売掛債権担保融
資保証制度を利用する新たな取組み計画はあ
りません

（４）財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資プロ
グラムの整備

財務データだけに基づく与信判断はトラ
ンザクションバンキングに相当し、リレー
ションシップバンキングの概念とは相容
れないと判断していることから、新たな取
組み計画はありません

(稚内信用金庫)



具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

（５）信用リスクデータベースの整備・充実及びその活用 しんきん情報システムセ
ンターと信金中央金庫の
協力により、データベー
スの充実に取組みます

信用格付実施によ
るデータの蓄積、
還元データの利用

継続して実施 企業信用格付は延べ
1,096先実施
15年度-552先
16年度-544先

企業信用格付は150先
実施。信用リスク管理
の高度化を図るため、
中小企業信用リスク
データベース(略
称:SDB)を導入

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化

（１）銀行法等に義務付けられた、貸付契約、保証契約の内容等
重要事項に関する債務者への説明態勢の整備

平成１５年７月２９日に改
正された事務ガイドライ
ンと現在の態勢との整合
性を確認し、制度・様式
に関する必要な改正を
実施いたします

「信用金庫取引約
定書」の様式改正
を検討

事務ガイドラインと
の整合性を保った
態勢を整備

現行取扱と改正事務ガイ
ドラインとの整合性につ
いて検証、整備、16年3
月25日「与信取引に関す
る顧客への説明規程」制
定、16年12月｢与信取引
に関する顧客への説明
規程｣一部改正、17年1
月｢信用金庫取引約定書
等｣改正、17年2月｢与信
取引に関する顧客への
説明規程｣一部改正、17
年4月｢与信取引に関す
る顧客への説明規程｣一
部改正

16年12月｢与信取引に関す
る顧客への説明規程｣一部
改正、17年1月｢信用金庫
取引約定書等｣改正、17年
2月｢与信取引に関する顧
客への説明規程｣一部改
正、17年4月｢与信取引に
関する顧客への説明規程｣
一部改正

（２）「地域金融円滑化会議」の設置・開催 北海道信用金庫協会の
要請に従い、会議に出
席いたします

四半期毎に会議開
催

四半期毎に会議開
催

四半期毎の会議開催の
都度、北海道信用金庫
協会より会議内容につい
て情報提供を受ける、会
議への参加は北海道信
用金庫協会から要請が
あった段階で出席。

16年12月8日:地域金融円
滑化会議に出席

（３）相談・苦情処理体制の強化 金庫全体の情報共有
化・再発防止策の徹底を
強化するため、都度の指
示に加えて、定例の営業
店長会議毎に担当部よ
り報告および指示をする
ことといたします

１０月に第１１８回
営業店長会議開催

５月に第１１９回、
１０月に第１２０回
営業店長会議開催

相談・苦情照会の受付は
15年度:68件、16年度:68
件あったが、与信可否に
関する事例はなし(15年
12月4日:地域金融円滑
化会議に出席、16年1月
23日:北信協主催の苦
情・相談業務担当役席者
勉強会に参加)

相談・苦情照会の受付は
31件あったが、与信可否に
関する事例は無し

ホームページ上に公表
いたします

１０月初めのホー
ムページコンテンツ
更新時に公表

６月、１１月ホーム
ページコンテンツ更
新時に公表

機能強化計画の要約
版をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上に公
表、16年6月に15年度
の進捗状況をHP上に
て継続公表、16年10
月に16年度上半期の
進捗状況をHP上にて
公表

16年10月に16年度上半
期の進捗状況をHP上に
て公表

６．進捗状況の公表

(稚内信用金庫)



具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み

１．資産査定、信用リスク管理の強化

（１）①適切な自己査定及び償却・引当の実施 現行の基準による運用
を継続いたしますが、貸
倒引当額と貸倒実績値
に開差が出た場合は、
会計監査人と基準改正
の必要性について協議
いたします

平成１５年１２月末
を仮基準日、平成
１６年３月末を基準
日として自己査定
および償却引当実
施

平成１６年１２月末
を仮基準日、平成
１７年３月末を基準
日として自己査定
および償却引当実
施

スケジュール通り、平
成16年3月末日(仮基
準日－平成15年
12月末)、平成17年3
月末(仮基準日－平成
16年12月末)で自己査
定を実施、その結果
に基づき償却・引当を
行った、又、貸倒引当
金と貸倒実績値の検
証の結果、償却・引当
基準の改正を要する
ような開差もなし

スケジュール通り、平成
16年12月末日を仮基準
日とし、平成17年3月末
で自己査定を実施、そ
の結果に基づき償却・
引当を行った、又、貸倒
引当金と貸倒実績値の
検証の結果、償却・引
当基準の改正を要する
ような開差もなし

（１）②担保評価方法の合理性、処分実績からみた評価精度に係
る厳正な検証

現行の基準およびシステ
ムでの運用を継続いたし
ます

破綻懸念先以下に
ついては毎年再評
価実施、正常先・要
注意先については
３年に一度再評価
実施

継続して実施 「不動産担保評価管
理システム」への移行
は884先、担保処分事
例は17件
16年10月、不動産担
保評価管理システム
取扱マニュアル作成

「不動産担保評価管理
システム」への移行は
220先、担保処分事例
は8件
16年10月、不動産担保
評価管理システム取扱
マニュアル作成

担保評価に係る時価の把握については、
土地は公示価格・基準地価格に比準す
る比準地比較法、建物は原価法を基本と
しており、担保掛目も原則６０％としてお
ります

（１）③金融再生法開示債権の保全状況の開示 開示を継続いたします 平成１４年度ﾃﾞｨｽｸ
ﾛｰｼﾞｬｰ誌、平成１
５年度上半期ﾃﾞｨｽｸ
ﾛｰｼﾞｬｰ誌発行

平成１５年度ﾃﾞｨｽｸ
ﾛｰｼﾞｬｰ誌、平成１
６年度上半期ﾃﾞｨｽｸ
ﾛｰｼﾞｬｰ誌発行

平成15年7月:平成14
年度ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
発行、平成15年11月:
平成15年度上半期ﾃﾞｨ
ｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌発行、平
成16年6月:平成15年
度ミニﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
(第60期事業報告書)
発行、平成16年7月:
平成15年度ﾃﾞｨｽｸﾛｰ
ｼﾞｬｰ誌発行、平成16
年11月:平成16年度上
半期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
発行

平成16年11月:平成16
年度上半期ﾃﾞｨｽｸﾛｰ
ｼﾞｬｰ誌発行

(稚内信用金庫)



具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上

（２）信用リスクデータの蓄積、債務者区分と整合的な内部格付制
度の構築、金利設定のための内部基準の整備等

金庫ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ制度およ
び企業信用格付制度の
定着、適切な運用を強化
するため、関係部署間の
情報交換会を通した教
育指導を実施いたします

情報交換会は随時
実施、金庫ﾌﾟﾗｲﾑ
ﾚｰﾄは四半期毎に
改定、信用格付に
ついては対象企業
の決算期毎に適宜
実施

継続して実施 金庫プライムレ－ト8
回（平成15年度4，7，
10，1月、平成16年度
4、7，10、1月）改定実
施、企業信用格付は
延べ1,096先実施、本
部と営業店の情報交
換会は113回実施。

金庫プライムレ－トは
10、1月に改定実施、企
業信用格付は150先実
施、本部と営業店の情
報交換会は59回実施。

３．ガバナンスの強化

（２）①半期開示の実施 開示を継続いたします 平成１５年度上半
期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
発行

平成１６年度上半
期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
発行

15年度(15年11月)､16
年度(16年11月)上半
期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌発
行、平成16年度上半
期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌に
総代選任手続の透明
性に向けた施策とし
て、総代候補者選考
基準、総代の氏名、総
代会の決議事項等の
開示項目を追加して
発行

平成16年度上半期ﾃﾞｨｽ
ｸﾛｰｼﾞｬｰ誌に総代選任
手続の透明性に向けた
施策として、総代候補者
選考基準、総代の氏
名、総代会の決議事項
等の開示項目を追加し
て発行

（２）②外部監査の実施対象の拡大等

（２）③総代の選考基準や選考手続きの透明化、会員・組合員の
意見を反映させる仕組み等の整備

今後も現行制度を維持
いたしますが、適宜、ガ
バナンス強化の施策と情
報の開示を実施いたしま
す

平成１５年度上半
期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
において、総代選
考フローおよび地
区別定数制度につ
いて開示

６月総代会に、総
代および理事の任
期を３年から２年に
改正する定款変更
を提案

15年度上半期ﾃﾞｨｽｸﾛｰ
ｼﾞｬｰ誌に信用金庫の特
性、総代の選考ﾌﾛｰ、地
区割及び定数を開示、常
務会・理事会・総代会に
て総代及び理事の任期
変更・総代選考基準等の
整備に関する総代選任
規程の改正を決議・定款
変更。16年度上半期ﾃﾞｨ
ｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌にて総代選
任手続の透明性に向け
た施策として、総代候補
者選考基準、総代会の
決議事項等、総代の氏
名の開示項目を追加し
発行

16年度上半期ﾃﾞｨｽｸﾛｰ
ｼﾞｬｰ誌に、総代選任手続
の透明性に向けた施策とし
て、総代候補者選考基準、
総代の氏名、総代会の決
議事項等を開示

（２）④中央機関が充実を図る個別金融機関に対する経営モニタ
リング機能等の活用方針

（３）経営(マネジメント）の質の向上に向けた取組み

(稚内信用金庫)



具体的な取組み 備　　　考　（計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～17年3月 16年10月～17年3月

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況

４．地域貢献に関する情報開示等

（１）地域貢献に関する情報開示 全国信用金庫協会より
示される開示例を参考
に、適宜必要な開示項
目を追加し、内容の充実
に取組みます

平成１５年度上半
期ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌
から、主な公的制
度融資の取扱実績
を開示項目として
追加

継続して実施 平成15年11月：15年
度上半期ﾃﾞｨｽｸﾛｰ
ｼﾞｬｰ誌にて開示、
（「協同組織」、「総代
会機能」、「主な公的
制度融資の取扱実
績」を開示項目として
追加）平成16年7月:15
年度のﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌において、「地域の
教育産業育成」(稚内
北星学園短期大学誘
致等)に果たした役割
を開示し、地域貢献
ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰの内容
充実を図る、平成16
年11月:16年度上半期
ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌にお
いて、「総代候補者選
考基準」「総代会の決
議事項等」「総代の氏
名」を追加し開示

16年11月、16年上半期
ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌にて総
代選任基準の透明性に
向けた施策として、総代
候補者選考基準、総代
会の決議事項等、総代
の氏名を追加開示のう
え発行

５．法令等遵守（コンプライアンス）

行員による横領事件等、金融機関と顧客等とのリレーションシッ
プに基づく信頼関係を阻害するおそれがある問題の発生防止

（備考）別紙様式１による個別項目の計画数・・・２１

(稚内信用金庫)



３．その他関連する取組み（別紙様式２）

16年10月～17年3月
Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み

１．創業・新事業支援機能等の強化

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を目
的とした研修の実施

16年度下半期、全国信用金庫協会主催
等、22講座（延べ41名参加）の研修実施

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施 16年度下期　全国信用金庫協会主催
等、22講座（延べ41名参加）の研修実施

３．早期事業再生に向けた積極的取組み

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャリス
ト）の育成を目的とした研修の実施

16年度下期　全国信用金庫協会主催
等、22講座（延べ44名参加）の研修実施

Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み

５．法令等遵守（コンプライアンス）

行員による横領事件等、金融機関と顧客等とのリレーションシッ
プに基づく信頼関係を阻害するおそれがある問題の発生防止

16年度下期　全国信用金庫協会の主催
等22講座、延べ41名の人事教育研修を
実施、相談・苦情照会受付は31件、交通
事故3件（人身事故は皆無）、交通違反
皆無、コンプライアンス委員会にて審議さ
れた懲罰案件は5件、コンプライアンス・
オフィサー関連の資格取得は25名で、金
庫内部でのコンプライアンス勉強会は全
部署において延べ32回実施

全国信用金庫協会、北海道信用金庫協会、北海道信金共同事
務センターによる人事研修プログラムへの随時派遣に加えて、外
部講師による庫内集合研修を実施しております。　　また、各部店
単位での職場内勉強会制度があり、研修復命書同様、職場内勉
強会記録簿兼報告書を総務部長（人事教育担当）宛に提出さ
せ、経営層にも報告しております。　　さらに、費用の補助も含め
て自己啓発を促すための単位修得制度があり、通信講座・各種
資格取得試験へ積極的な取組みを促すと共に、人事考課にも反
映させております

15年度　全国信用金庫協会の主催等50講座、
延べ204名の人事教育研修を実施
16年度上期　全国信用金庫協会主催等、41講
座（延べ169名参加）の研修実施

平成９年１２月８日に「稚内信用金庫倫理綱領」を制定、続いて平
成１１年９月６日には「法令等遵守委員会規程」（委員長は専務理
事）を制定、さらに同年９月１４日には「法令等遵守マニュアル」を
制定し、統轄部署を明確に定めた問題発生防止を目的とした内
部管理態勢を確立しております。　　また、全役職員を対象に各
種コンプライアンス研修も実施しており、検査部検査あるいは監
事監査を通して実践状況の検証も実施しております。　　さらに、
法令等遵守に抵触する問題が発生した際には、所属部店長を通
して統轄部署へ迅速な報告を義務付け、一元的に管理をしており
ます

15年度から16年度まで、　全国信用金庫協会
の主催等延べ91講座・373名の人事教育研修
を実施、相談・苦情照会受付は136件、交通事
故15件（人身事故は皆無）、交通違反4件発
生。コンプライアンス委員会にて審議された懲
罰案件は8件、コンプライアンス・オフィサー関
連の資格取得は延べ68名、金庫内部でのコン
プライアンス勉強会は全部署において延べ249
回実施

全国信用金庫協会、北海道信用金庫協会、北海道信金共同事
務センターによる人事研修プログラムへの随時派遣に加えて、外
部講師による庫内集合研修を実施しております。　　また、各部店
単位での職場内勉強会制度があり、研修復命書同様、職場内勉
強会記録簿兼報告書を総務部長（人事教育担当）宛に提出さ
せ、経営層にも報告しております。　　さらに、費用の補助も含め
て自己啓発を促すための単位修得制度があり、通信講座・各種
資格取得試験へ積極的な取組みを促すと共に、人事考課にも反
映させております

15年度　全国信用金庫協会の主催等50講座、
延べ204名の人事教育研修を実施
16年度　全国信用金庫協会主催等、41講座
（延べ169名参加）の研修実施

全国信用金庫協会、北海道信用金庫協会、北海道信金共同事
務センターによる人事研修プログラムへの随時派遣に加えて、外
部講師による庫内集合研修を実施しております。　　また、各部店
単位での職場内勉強会制度があり、研修復命書同様、職場内勉
強会記録簿兼報告書を総務部長（人事教育担当）宛に提出さ
せ、経営層にも報告しております。　　さらに、費用の補助も含め
て自己啓発を促すための単位修得制度があり、通信講座・各種
資格取得試験へ積極的な取組みを促すと共に、人事考課にも反
映させております

15年度　全国信用金庫協会の主催等50講座、
延べ204名の人事教育研修を実施
16年度　全国信用金庫協会主催等、41講座
（延べ169名参加）の研修実施

項　　　　　目 具体的な取組み
進捗状況

15年4月～17年3月

(稚内信用金庫)



1 

（別紙様式３－２） 
Ⅰ 中小企業金融の再生に向けた取組み 
 ２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 
  （３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防止のための体制整備強
化並びに実績公表 
 

具体的な取組み 
平成１４年度自己査定の結果、要注意先・破綻懸念先となった一般査定先の

中から、審査部においてランクアップ見込み先をリストアップし、営業店および

債務者と十分な協議のうえ経営改善計画を策定し、平成１６年度自己査定時

での債務者区分ランクアップ実現に取組む。 

公表については、平成１５年度実績から実施する。 
 
１５年度 

審査部にて、ランクアップ見込み先をリストアップ。（概ね２０～３０先） 

平成１５年度仮基準日自己査定時、当該営業店にて債務者とランクアップに

向けての協議を行い、適切な経営改善計画等を策定し、平成１６年度自己査

定時のランクアップへ取組みを開始済。 

公表については、平成１５年度実績から実施する。 

 
 
 

ｽｹｼﾞｭｰﾙ 

 
１６年度 

営業店において、ランクアップ取組策の実施・進捗状況について追跡管

理し、信用格付の実施時や融資方針書の策定時等の機会を利用して審査

部へ経過報告をし、適宜協議のうえランクアップを推進する。 
平成１５年度実績をホ－ムペ－ジ上で公表。 
平成１６年度仮基準日自己査定時、ランクアップの実績を確認する。 

 
備考（計画の詳細） 
 

その他要注意先となった一般査定先の中から、審査部においてランクアップ

見込み先をリストアップし、営業店および債務者と十分な協議のうえ経営改善

計画を策定。 

(1)経営改善支援に関する
体制整備の状況（経営
改善支援の担当部署を
含む） 
 １５年４月～１７年３月 

当金庫の貸出規模、取引先の特性、地域の実情等を考慮した合理的な
審査態勢であると判断していることから、特別な経営改善支援担当部署は
設けず、現状の融資審査態勢を維持。 

 １６年４月～１７年３月 特別な経営改善支援担当部署は設けず、現状の融資審査態勢を維持。 
 

 
 
 
 
進
捗
状
況 
 
 
(2)経営改善支援の取組み
状況（注） 
 １５年４月～１７年３月 
 

平成１４年度自己査定の結果、その他要注意先となった一般査定先の中か

ら、審査部においてランクアップ見込み先をリストアップし、営業店および債務

者と十分な協議のうえ経営改善計画を策定し、平成１６年度自己査定時まで

の債務者区分ランクアップ実現に取組みを開始した。 

○基本方針 

 企業の収益・財務体質改善。 

○取組み内容 

 現状把握・分析・企業の問題点改善策、人件費を含む経費の削減等収益

向上に向けて具体策の策定(経営改善計画書)。 

○支援先の改善内容 

 単年度黒字転換、自己資本の増加、収益の向上等により平成１５年度自己

査定時においてランクアップ見込み先２２先中１０先のランクアップ実現。 

平成１６年度自己査定においては、ランクアップ未達先１２先中９先のランク

アップ実現。取組期間中においては、ランクアップ見込み先２２先中１９先の

達成。 

○課題 
 景気回復の兆しは徐々に見えてきているが、景気の先行き不安から企業の
設備投資意欲は依然低調。経営環境は依然として厳しい中での財務体質

改善に対する意欲を継続させて行くこと。 
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進
捗
状
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１６年４月～１７年３

月 

ランクアップ未達先１２先について、再度営業店および債務者と問題点・改善

点の取組促進に関する協議を行い、ランクアップ実現に向けて再度取組を開

始した。 

○基本方針 

 企業の収益・財務体質改善。 

○取組み内容 

 現状把握・分析・企業の問題点改善策、人件費を含む経費の削減等収益向

上に向けて具体策の策定(経営改善計画書)。 

○支援先の改善内容 

 単年度黒字転換、自己資本の増加、収益の向上等により平成１６年度自己

査定においては、ランクアップ未達先１２先中９先のランクアップ実現。 

 

 （稚内信用金庫）

 

 
 

（注）下記の項目を含む 

・経営改善支援について、どのような取組み方針を策定しているか。 

･同方針に従い、具体的にどのような活動を行ったか。 
･こうした取組みにより支援先にどのような改善がみられたか。 
･計画の達成状況、計画の達成状況に対する分析･評価及び今後の課題（借手の中小企業サイドの課題を含む） 
 



（別紙様式３－３）

稚内信用金庫

【１５年４月～１７年３月】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 392 22 19 3

うち要管理先 33 0 0 0

破綻懸念先 39 0 0 0

実質破綻先 21 0 0 0

破綻先 27 0 0 0

合　計 1,502 22 19 3

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１５年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末（17年3月末）の債務者区分が期初（15年4月当初）より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初（15年4月当初）の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末（17年3月末）に債務者区分が「うちその他要注意先」に
　上昇した場合はβに含める。
・期初（15年4月当初）に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については
　（仮に選定時の債務者区分が期初（15年4月当初）の債務者区分と異なっていたとしても）期初（15年4月当初）の債務者区分に従って整理すること。
・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末（17年3月末）の債務者区分が期初（15年4月当初）と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績

0

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

990 0



（別紙様式３－４）

稚内信用金庫

【１６年度(１６年４月～１７年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 334 12 9 3

うち要管理先 41 0 0 0

破綻懸念先 37 0 0 0

実質破綻先 21 0 0 0

破綻先 41 0 0 0

合　計 1,431 12 9 3

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１６年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に
　上昇した場合はβに含める。
・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については
　（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。
・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績

0

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

957 0
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